
 

 

（参考第２号）                      

 

提出された意見等及びそれに対する市の考え方 

 

案件名：第２期みやこのじょう子どもの未来応援計画について 

募集期間：令和２年 12月１日（火）～令和３年１月５日（火） 

意見等提出件数：55 件（提出者数８名） 

項目 意見等の内容 件数 市の考え方 

全般 各機関における具体的な

行動指針が示されていな

いので、明確性に乏しい気

がする。子どもを取り巻く

環境で、特に大切なのは、

学校や児童相談所等にお

ける各機関の連携や行動

形態が明確に示されるこ

とではないでしょうか。民

生・児童委員の役割明確化

や学校の指導的役割の明

確化。学校教育課と学校及

びこども課の連携強化が

必要ではないでしょうか。 

１件 

 

本計画は、市の関係課等が行政とし

て取り組む施策を示しており、各機

関における行動指針は示しておりま

せん。しかし、P89「②学校を窓口と

した福祉関連機関等との連携」及び

P95「（1）関係機関が連携した包括的

な支援体制の整備」の各施策におい

て、学校、児童相談所等の連携や取

組の記載をしております。また、同

頁「地域と行政が連携した支援体制

のイメージ図」にも示しており、今

後とも、教育委員会と福祉部門との

連携強化に努めます。 

 

 

全般 学校現場に勤務する１人

として、貧困格差に伴う家

庭教育力の格差を肌で実

感する。特に学力に関して

は、近年注目されているＧ

ＩＧＡスクールに対応す

る家庭におけるＷｉ－Ｆ

ｉ環境の整備等が今後ど

のように進められていく

のか注視しているところ

である。また、無料の学習

支援に関する市民の認知

の低さも気になった。具体

的な取組や実施内容等を

ＰＲが求められていると

１件 

 

「ＧＩＧＡスクール構想」について

は、国の動向を踏まえて計画推進の

参考とさせていただきます。また、

無料の学習支援の認知状況が低いこ

とは、学習支援が必要な子どもが参

加できていない可能性もあるため、

今後はひとり親世帯や生活困難世帯

に向けた周知方法の改善についても

検討してまいります。 

 

閲覧用 
 



 

 

感じる。 

全般 諸計画実行には地域のリ

ーダー（館長）の意識と実

行力が不可欠です。意識改

革を図る為に、研修の充実

を望みます。 

１件 

 

Ｐ96「③支援を行う人材の育成・確

保」に記載しています。今後も出前

講座等あらゆる機会を通じて、子ど

も（家庭）が抱える問題等について

情報の提供を行うことで、支援して

いただく方々の人材の育成、確保に

努めてまいります。 

全般 教育の充実のため、学校の

門を広く、地域の人材活用

を図ることが大切。地域の

有識者の意欲も低い状況

もある。活用の環境整備が

必要ではないでしょうか。 

１件 

 

市内の全学校をコミュニティ･スク

ール（学校運営協議会を設置）とし

ています。地域の核となる方に協議

会のメンバーを担っていただき、地

域から学校への支援、学校から地域

への貢献のためにどのような活動が

必要かを協議しています。地域人材

については、活用の幅が広がってお

り、例えば、地域の方が小学校家庭

科の授業に講師で来ていただいた

り、キャリア教育の一環で、地域の

方から地域の歴史や課題について話

を聞いたりする学習を行っていま

す。これから、「地域とともにある学

校」づくりが加速し、さらに地域の

人材活用は進んでいくと考えられま

す。 

P８ 

◆世帯人員数 

 

 

８行目文中、家族関係にな

い方を含みます。を「方も

含みます」に変更したほう

がよい。 

 

１件 

 

 

御指摘の点については、保護者向け

調査にて記載した内容ですので、現

行のままとします。 

 

P９ 

◆本市における

生活困難世帯の

状況 

 

表中、本市における生活困

難世帯の状況について、実

数だけではなく割合も載

せるといいのではないか。 

 

表中、生活困難世帯の回答

者全体に占める割合が

 

１件 

 

 

 

 

１件 

 

 

御意見を参考に、生活困難世帯の状

況の割合を「回答者全体に占める割

合（前回調査）」として表中に追記し

ました。 

 

 

 



 

 

15.9％であるのに対し、

P15 の本市の要保護及び

準要保護児童生徒数では

12.6％である。3ポイント

の差が示す児童生徒の家

庭に就学援助があるとい

うことが周知されている

のか。周知は 100％（P85）

となっているが。 

今回の調査は、小学１・４・６年生、

中学３年生の保護者を対象としてお

り、全保護者を対象としておりませ

ん。また、保護者向け調査で用いた

「相対的貧困層となる区分」の金額

と、就学援助の基準となる要件が同

一ではないためそれぞれの割合が異

なります。 

なお、周知については学校を通じて

100％児童生徒に行っております。 

 

P13 

◆都城市将来人

口推計（年齢３

区分別人口の推

移） 

 

図表５の凡例において、区

別がつきづらいので、丸以

外の印を用いるなどして

変えてほしい。 

 

１件 

 

 

御意見を参考に、凡例を●印以外で

▲印や■印を用いて見やすくしまし

た。 

 

P23～52 

③調査結果のポ

イント 

 

調査結果等に関して、具体

的な考察があまりないよ

うな気がします。 

 

１件 

 

 

保護者・子ども向け調査や民生委員

児童委員向け調査の結果について、

全てに考察は記載しておりません

が、この調査から問題点を把握して、

施策に反映させています。 

P24 

イ．「物質的はく

奪」の状況にあ

る世帯について 

 

 

12 行目～生活困難世帯の

結果を前回と比較すると

～中略～「1.5%高くなって

います。」を「1.5%程度高

くなっています。」に変更

したほうがよい。 

 

１件 

 

 

生活困難世帯の「電話料金の未払い」

は、令和２年度が 15.4%、平成 29 年

度が 13.9%です。差は 1.5%であるの

で、現行のままとします。 

Ｐ25 

◆経済的理由に

より子どもにし

ていること 

 

表中、経験的はく奪の意味

を説明する必要があるの

ではないか。 

 

1 行目～「１年に１回くら

い家族旅行に行くが最も

高く」と記載されている

が、「最も高く」と記載す

 

１件 

 

 

 

１件 

 

 

経験的はく奪は、経済的理由により

行うことが難しい経験と同じである

ため、P25、26 の表に記載していた経

験的はく奪は削除しました。 

調査内容における最も高い項目につ

いての記載であるため、現行のまま

とします。 

 



 

 

ると良い方に捉えるので

はないか。 

Ｐ25～ 

図表について 

 

 

調査の表を左右対象にそ

ろえると比較しやすくな

るのではないか。(他 P30、

32、34) 

 

１件 

 

御意見を参考に、表を修正しました。 

 

P28 

グラフ◆過去１

年間に医療機関

で子どもを受診

させなかった経

験 

 

子どもを医療機関で受診

させなかった理由につい

て、R２年度から子どもの

医療費は中学校卒業まで

助成させるようになった

ので、前回との比較もある

とよいのではないか。 

 

１件 

 

御意見を参考に、「平成 29 年度調査

時のデータ」をグラフに追加し、文

中に「前回調査時と比較すると 2.6

ポイント低くなっています。なお、

令和 2 年度より都城市子ども医療費

助成事業として、中学生までの子ど

もに対象を拡大しています。」と追記

しました。 

P29 

◆子ども用の持

ち物等 

 

経済的理由で持っていな

いものとして「インターネ

ット接続のパソコン・タブ

レット」の割合が高いが、

新型コロナウイルスの影

響で長引く休校中の対策

として、オンライン授業を

考える学校も多い中、都城

市ではどう今後対応して

いく予定なのか。 

 

１件 

 

本市では現在、国の補助事業を活用

しながら、全小・中学校の校内無線

ＬＡＮ整備及び１人１台端末用の充

電保管庫の各教室への設置を進めて

いるところです。また、児童・生徒

１人１台端末の整備についても、準

備を進めているところです。 オンラ

イン授業につきましては、１人１台

端末が整備されることによって、実

施の可能性は高まると考えておりま

す。しかし、現在のところ、家庭の

通信環境、パソコンを持ち帰った場

合の管理及び教職員側のＩＣＴ活用

スキル等、検討すべき課題は多くあ

ります。 したがいまして、教室の中

でクラウドを活用した授業を行い、

子どもたちの学びを充実させ、まず

は学校の授業において 1 人１台端末

の活用を推進し、その上でオンライ

ン授業の可能性についても模索して

まいりたいと考えております。 



 

 

P50 

キ．学習支援に

ついて 

P80 

対策の柱１：子

どものための教

育支援 

 

無料の学習支援について 

貧困対策として学習支援

を行っているなら、期間限

定や月数回の開催では、本

当の意味での対策にはつ

ながらないと思う。他対策

として、学習塾や習い事に

通うためのクーポンを助

成している市もあるが、今

後の検討課題にはならな

いでしょうか。 

 

１件 

 

今後、年間を通した支援を、段階的

に目指していきます。また、本市と

しては、学力向上だけではなく、子

どもたちが将来、社会生活を営む上

で必要な生活習慣を身につけさせる

ことも行っております。 

 

P54 

◆貧困の状態に

置かれた子ども

の数は、増えて

いると感じるか 

 

貧困の状態に置かれた地

域別の実態数が必要(対策

上) 

 

 

１件 

 

貧困の状態に置かれた子どもの対策

は市全域の問題と捉えているため、

現行のままとします。 

P59～P65 

ヒアリングの主

な意見等 

 

ヒアリングの主な意見等

において好ましくない表

現や分かりづらい表現が

ある。 

 

１件 

 

御意見を参考に、P59～P65 にあるヒ

アリングの主な意見等を見直して、

好ましくない表現や分かりづらい表

現のある意見を修正しました。 

P68 

施策１ 「学校」

をプラットフォ

ームとした総合

的な対策の展開 

 

表中、施策の達成状況の中

で、ＯＪＴとＯｆｆ－ＪＴ

の意味の説明が必要では

ないか。 

 

１件 

 

御意見を参考に、本計画最終章資料

編の「用語の解説」に追加しました。 

 

P70 

施策１ 関係機

関が連携した包

括的な支援体制

の整備 

③子どもの貧困

対策事業の周知

啓発 

 

施策３ 子ども

に対する就労支

 

「③子どもの貧困対策事

業の周知啓発」が A評価で

あるが、アンケートの結果

を見ると周知が足りてな

いことがある。また、施策

３の子どもに対する就労

支援についても周知不足

とされているのに、どのよ

うな観点で、A評価となっ

たのか。 

 

１件 

 

「③子どもの貧困対策事業の周知啓

発」においては、「児童手当等の各種

支援制度」「子供の未来応援国民運動

の啓発」「子育て応援カード利用啓発

及び協賛店の加入促進」の３つの施

策における評価になります。また、

施策３の子どもに対する就労支援に

ついては、相談者や利用者の減少の

原因が、周知不足とは言い切れない

ため、「高校側とのこれまで以上に連



 

 

援 携を取り、就職につながるよう取り

組みを強化する。」と、表現を修正し

ました。 

P78 

２ 基本方針 

 

基本方針の中で、「市民・

関係団体・行政が連携・協

力して子どもの貧困対策

に取組む」とあるが、「市

民・関係団体・関係機関・

行政」に変更したほうがよ

い。 

 

１件 

 

宮崎県子どもの貧困対策推進計画の

基本方針に合わせているため、現行

のままとします。 

 

P80 

対策の柱２：子

どものための生

活の安定に資す

るための支援 

 

22 行目 

「対策の柱２：子どものた

めの生活の安定に資する

ための支援」を「対策の柱

２：子どもの生活の安定」

に変更したほうがよい。 

 

１件 

 

宮崎県子どもの貧困対策推進計画の

基本方針に合わせているため、現行

のままとします。 

P89 

１ 子どものた

めの教育支援 

（１）「学校」を

プラットフォー

ムとした総合的

な対策の展開 

①学校教育によ

る学力保障 

 

「①学校教育による学力

保障」を「①学校教育によ

る学力保障と役割」に変更

したほうがよい。 

 

施策１(１)①「学校教育に

よる学力保障」について

は、本計画案をもとに教職

員の理解をさらに深める

ようにしたい。 

 

１件 

 

 

 

 

１件 

 

 

宮崎県子どもの貧困対策推進計画に

合わせているため、現行のままとし

ます。 

 

 

いただいた御意見は今後の計画推進

の参考とさせていただきます。 

 

P89 

具体的施策 

教職員に対する

啓発 

 

教職員に対する啓発 Ｐ

68 の評価にあるＯＪＴや

Ｏｆｆ－ＪＴを具体的に

どう活用するのか。教職員

の働き方改革との関連性

をどう考えるのか。 

 

１件 

 

 

学校における具体的な支援体制を充

実させる観点から、子どもに自己肯

定感を持たせられるよう指導や支援

体制を強化し、子どもの貧困問題に

関する教職員の理解を深める研修会

を充実します。教職員の働き方改革

において、研修は、内容の精選が行

われています。しかし、子どもの貧



 

 

困問題については子どもの将来に関

わる重要な内容であるので、教職員

の意識の向上を図ってまいります。 

Ｐ89 

②学校を窓口と

した福祉関連機

関等との連携 

 

施策１(１)②「学校を窓口

とした福祉関連機関等と

の連携」については、スク

ールカウンセラーを小学

校にも派遣してもらい大

いに助かっている。また、

ひとり親家庭の状況把握

や家庭環境に起因すると

思われる不登校傾向児童

の対応には、主任児童委員

や民生委員の皆様の積極

的な支援をいただいてい

る。 

 

１件 

 

 

いただいた御意見は今後の計画推進

の参考とさせていただきます。 

P90 

③地域による学

習支援の表中、 

放課後児童クラ

ブの推進 

 

地域による学習支援につ

いて 放課後児童クラブ

の推進が挙げられている

が、都城市のホームページ

によると、放課後児童クラ

ブの目的は 児童クラブ

は、児童福祉法に基づき、

小学校に就学している児

童で、保護者が就労などに

より昼間家庭にいない子

どもを対象として、その放

課後の時間帯において、保

護者の替わりに家庭的機

能を補いながら、学校や児

童館・児童センター、保育

園や幼稚園などの施設内

で「生活」の場を提供し、

安全な遊び場の提供や生

活指導などを行います。学

校や塾とは違いますので、

 

１件 

 

 

放課後児童クラブでは、原則として

指導は行いませんが、学習する習慣

を身に付ける場として期待できます

ので、学習支援として位置付けてい

ます。そのため、現行のままとしま

す。 

 



 

 

原則、宿題や勉強の指導は

行いませんが、子どもが自

主的に取り組むための自

習時間を設けています。と

あるので、放課後児童クラ

ブでの学習支援ができる

のか疑問である。 

Ｐ90 

③地域による学

習支援の表中、 

生活困窮世帯・

ひとり親家庭の

学習支援 

 

本事業の認知度を高める

ための情報発信 本事業

については、市内全域にお

いて認知度は低いと感じ

る。地区公民館、学校、PTA

等へ情報発信を進めてほ

しい。どのような団体があ

るか。どんな事業を、どこ

でやっているか。どのよう

な人達が支援しているか。

参加している児童生徒の

様子など。 

 

 

生活困窮世帯・ひとり親世

帯の学習支援と地域ボラ

ンティア等による学習支

援を別の内容にすると、生

活困窮世帯・ひとり親世帯

というレッテル貼りにつ

ながることが考えられる

ので、まとめてもよいので

はないか。 

 

１件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件 

 

 

学習支援を必要とする子どもが参加

できていない可能性もあるため、今

後はひとり親世帯や生活困難世帯等

に向けた周知方法の改善を検討して

まいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策として別々の内容となっていま

すが、そのようなことがないよう、

事業を行う上で周知方法等について

は、十分な配慮を行っております。 

 

Ｐ90 

③地域による学

習支援の表中、 

生活困窮世帯・

ひとり親家庭の

学習支援 

 

14 行目「今後は、内容の

平準化や充実を図りま

す。」の「内容の平準化」

が分かりづらいので変更

したほうがよい。 

 

１件 

 

 

御意見を参考に次のように施策の内

容を全て修正します。 

「生活困窮世帯やひとり親家庭の子ど

も等を対象に、無料で利用できる学習

支援の場を広く周知します。今後は、

地域によって短期間で実施していると



 

 

ころや対象年齢が異なるため、まずは

年間を通した支援への移行することで

受講しやすい環境を提供します。」に修

正します。 

Ｐ90 

③地域による学

習支援の表中、 

地域ボランティ

ア等による学習

支援 

 

実態に応じた個別指導が

困難 学習支援ボランテ

ィアは立場上、学校での学

習状況、家庭での教育貧困

状況はつかめない。したが

って、能力差に応じた個別

指導に困難を感じること

が多々ある。小学校経験者

の支援者の発掘も必要。人

材登録名簿等から紹介し

てほしい。 

 

12 行目「退職予定の教職

員」を「退職者や退職予定

の教職員」に変更したほう

がよい。 

 

１件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件 

 

 

御意見のとおり認識しており、人材

登録を行っておりますので、紹介は

可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

退職者については、個別の把握が難

しいため、広報等を通じて広く地域

住民等に呼び掛けを行ってまいりま

す。そのため、現行のままとします。 

P91 

①保育料の負担

軽減の表中、 

幼児教育・保育

の負担軽減 

 

４行目「幼児教育」を「幼

児教育費」に変更したほう

がよい。 

 

１件 

 

「幼児教育費」という言葉は用いて

いないため、以下のように修正しま

す。具体的施策「幼児教育・保育の

負担軽減」を「幼児教育・保育の無

償化の実施」に、施策の内容「「子ど

も・子育て支援事業計画」などに基

づき、幼児教育の負担軽減に努めま

す。」を「令和元年 10 月より実施さ

れている幼児教育・保育の無償化制

度については、その円滑な実施に努

めます。」に修正します。 

P91 

②幼児教育・保

育の量の確保と

質の向上の推進

の表中、 

 

11 行目「保育士の処遇改

善」を「幼稚園教諭や保育

士の処遇改善」に変更した

ほうがよい。 

 

１件 

 

 

保育士等の処遇改善に修正します。 

 



 

 

幼児教育・保育

の量の確保 

P92 

②義務教育段階

の就学支援の充

実の表中、 

要保護・準要保

護児童生徒への

就学援助 

 

 

義務教育での支援で給食

費等の支給ではなく、その

分無料（免除）とするとよ

いのでは。学校の収集業務

の軽減になる。親は支給金

を外に使う者もいる。 

 

１件 

 

 

学用品費・給食費等については学校

ごとに金額・徴収方法が異なるため、

統一するのに検討が必要です。就学

援助費については、保護者の希望に

より、学校口座へ直接支給すること

も行っており、適切に管理が行える

ように対応しております。 

 

Ｐ92 

④特別支援教育

に関する支援の

充実の表中、 

早期発見・早期

療育の支援体制

整備 

 

特別支援教育に関する支

援の充実について 早期

発見だけでなく早期療育

も必要ではないか。指導・

支援ではなく療育・支援で

はないか。 

 

１件 

 

 

御意見を参考に、具体的施策を「早

期発見の支援体制整備」から「療育

に関する支援体制づくりと連携の強

化」とし、施策の内容を「乳幼児か

らの早期の支援体制づくりと関係機

関相互の連携を強化し、家庭環境等

に左右されず一貫した指導・支援を

実現する相談・支援体制の整備・充

実を図ります。」から「早期発見・早

期療育のため、乳幼児期からの一貫

した指導・支援を行う体制の整備・

充実を図ります。」に修正します。 

P95 

①関係団体が連

携したネットワ

ークの構築 

 

 

「①関係団体が連携した

ネットワークの構築」は

「①関係機関が連携した

ネットワーク構築」に変更

したほうがよい。 

 

１件 

 

 

宮崎県子どもの貧困対策推進計画に

合わせているため、現行のままとし

ます。 

P95 

①関係団体が連

携したネットワ

ークの構築 

 

学校、地区の民生児童委員

との連携 経済的貧困に

ある世帯の実態把握は困

難であり、教育貧困にある

児童生徒の募集は困難を

極める。実態を把握する立

場にある学校（担任）、地

 

１件 

 

民生委員児童委員協議会会長会や

小・中学校校長会を通して周知を図

り、関係団体と行政が連携したネッ

トワークの構築を目指してまいりま

す。 

 



 

 

区の民生児童委員からの

協力が望まれる。例えば、

対象世帯への「募集案内」

の配付、定期的な活動参観

などで子どもへの声掛け

などがあるとよい。是非、

行政側からも働きかけて

ほしい。このような連携が

できてこそ、本事業の趣旨

は実現できる。ボランティ

ア団体に「事業運営全て一

任」では実現は期待できな

い。 

P95 

イメージ図 

■ 地域と行政

が連携した支援

体制のイメージ 

 

支援体制のイメージ図に

ついて ひとり親家庭・生

活困窮家庭への学習支援

を行政が行うのか。深刻な

場面が行政、軽微な場合が

地域という分け方でいい

のか。 

 

 

 

支援体制のイメージ図「子

ども食堂」の横に「こども

宅食」も表記出来ないの

か？子ども食堂よりも困

窮世帯に届く支援の一つ

として、第２期宮崎県子ど

もの貧困対策推進計画の

「子どもに対する生活支

援」にも盛り込まれてい

る。また現在都城市全域を

対象として稼働中である。 

 

１件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件 

 

 

地域と行政が連携した支援体制のイ

メージ図では、行政が深刻、地域が

軽微ということで表していますが、

行政が手の届かない部分を地域が担

う場合もあり、地域と行政が連携し

た支援が必要となります。いただい

た御意見を踏まえ、子ども（家庭）

が抱える問題の度合いと支援対象者

のイメージを削除いたします。 

 

御意見を参考に、支援体制のイメー

ジ図に「子ども宅食等」を追加しま

した。 

 

P97 

①子どもの食に

関する支援の表

 

子ども食堂の運営団体等

への支援の６行目に「補助

 

１件 

 

 

内容を考慮して、「補助金等の積極的

な活用を促します」と修正しました。 



 

 

中、 

子ども食堂等の

運営団体への支

援 

金の紹介を行います。」と

あるが「補助金の積極的な

活用を図ります。」に変更

したほうがよい。 

 

また、７行目「団体の活動

を広報紙に掲載する等し、

支援を行います。」を「団

体の活動を広報紙に掲載

するなど、一般への啓発・

支援します」に変更したほ

うがよい。 

 

子ども食堂について 子

ども食堂が開催できる場

の設定をどう考えるか。 

 

 

 

 

 

 

 

１件 

 

 

 

 

 

 

 

１件 

 

 

 

 

 

 

内容を考慮して、「掲載するなど、市

民へ周知します。」と修正しました。 

 

 

 

 

 

 

子ども食堂については、地域の実情

に合わせ、各団体が開催場所や回数

などをそれぞれに企画し実施してい

ます。市としてはその活動を支援し

てまいります。 

P97 

①子どもの食に

関する支援の表

中、 

子どもの食に関

する支援 

 

フードバンクの活用はい

いことです。生産者へ商品

規格外の品を提供される

よう（低価格で購入する）

なシステム作りで両方助

かるのではないでしょう

か。 

 

１件 

 

 

いただいた御意見は今後の計画推進

の参考とさせていただきます。 

 

 

P98 

③子どもの健康

づくりに関する

支援の表中、 

お口の健康づく

りの推進 

 

フッ化物を応用したむし

歯予防対策とはフッ化物

洗口ではないのか。 

 

１件 

 

子どもの健康づくりという括りでと

らえますと、「フッ化物を応用したむ

し歯予防対策」という記述が望まし

いと考えます。 

「フッ化物を応用したむし歯予防対

策」について、用語の解説に追加し

ました。 

P100 

①妊娠期からの

切れ目ない支援

等 

 

出産後の生活の有り方（子

育て）について、将来像や

経済問題、家庭の有り方な

 

１件 

 

いただいた御意見は今後の計画推進

の参考とさせていただきます。 



 

 

どの情報提供（研修）が大

切です。育児放棄、児童虐

待など防げるのでは。 

P100 

②住宅支援の表

中、 

住居確保給付金

の支給 

 

住居確保給付金について

周知が必要。 

 

 

１件 

 

住居確保給付金については、暮らし

の情報への掲載、チラシの作成及び

市のホームページに掲載し周知を図

っております。 

生活に困窮し支援を必要とする世帯

に住居確保給付金の情報が行き渡る

ように、今後も生活自立相談センタ

ーと綿密に連携を図ってまいりま

す。 

P100 

市営住宅の提供 

 

市営住宅申込時の保証人

について、ひとり親家庭は

保証人（２人）立てるのは

容易ではない。困窮してい

る方への保証人の見直し

をお願いしたい。 

 

 

市営住宅の保証人がない

場合の対策。 

 

 

１件 

 

 

 

 

 

 

 

１件 

 

市営住宅の管理運営上、連帯保証人

は必要不可欠と考えておりますが、

一方で、入居希望者の連帯保証人確

保が困難な場合が想定されることか

ら、連帯保証人に関する規定等の見

直しを行い、以下のように連帯保証

人の条件等を緩和いたしました。 

①連帯保証人は、市内または隣接市

町村に居住している方に限られてい

ましたが、この居住地条件を撤廃い

たしました。（令和２年４月１日施

行） 

②民法改正に伴い、連帯保証人の債

務負担に上限を設けました。（令和２

年４月１日施行） 

③60 歳以上の方や、一定基準の障が

いのある方などで、連帯保証人の確

保が困難と認められる場合は、連帯

保証人１人、又は２人を免除できま

す。（平成 30 年４月１日施行） 

連帯保証人の確保が困難な場合は、

住宅施設課の窓口に御相談くださ

い。 

 



 

 

P101 

①児童扶養手当

等の各種手当の

支給の表中、 

児童手当の支給 

 

離婚が成立していない場

合、子どもを養育している

母親に児童手当が支給さ

れず、父親に支給されてい

るケースがある。対策を考

えて欲しい。 

 

１件 

 

児童手当においては、婚姻中であっ

ても、離婚協議中であることを明ら

かにできる書類（協議離婚申し入れ

に係る内容証明郵便の謄本等）の提

出で受給者変更できます。また、配

偶者からの暴力を訴えている場合に

おいても、受給者変更できる場合が

あります。なお、このことは、ホー

ムページ等で周知しております。 

P102 

④生活保護制度

における経済的

支援の表中、 

生活保護による

支援 

 

生活保護の申請は国民の

権利です（厚生労働省）を

入れてほしい。 

 

 

１件 

 

本計画では、具体的な施策の内容を

記載しておりますので、提案の表現

は記載内容にそぐわないため、現行

のままとします。 

 

P102 

⑤養育費の確保

の表中、 

養育費の確保に

関する相談支援 

 

養育費の確保についても、

養育費の保証促進補助金

などの体制を整えて貰い

たい。 

 

１件 

 

本市では家計相談や養育費の取得方

法についての研修会を開催しており

ます。養育費の確保については、ま

ずは、相談や研修会を通して養育費

の取得方法等について啓発を行いま

す。 

P106 

③心身の健康確

保の表中、 

乳児家庭全戸訪

問 

 

乳幼児家庭全戸訪問の際

の情報の共有を 

 

 

１件 

 

 

御意見を参考に、「実施に当たっては

母子保健推進員との情報共有をした

上で、連携を深め、母子保健推進員

の負担が軽減できるようサポートを

強化します。」と修正しました。 

 

P106 

ＤＶに対する支

援 

 

シェルターが必要ではな

いか。 

 

 

１件 

 

ＤＶ被害者及び同伴児童の一時保護

については、警察署及び女性相談所、

児童相談所等と連携を図り迅速に対

応できるよう情報共有を図ります。

避難先として他市にある民間シェル

ターと連携を図り情報提供及び一時

避難支援を行っております。 



 

 

みやこのじょう

子どもの未来応

援計画【概要版】 

応援計画（概要版）の P7

施策１～４は、いずれも大

切なことだと思う。中で

も、１．「子どものための

教育支援」は、経済的に困

っている世帯を改善する

上で、重要だと考える。将

来、経済的に自立できる子

どもを育てるには、教育は

欠かせない。自分も奨学金

制度のおかげで大学に進

学できたことに感謝して

いるので、経済状況で夢を

あきらめる子どもがいな

いよう、何か協力したい。

社会全体の理解も大事だ

と思う。 

１件 いただいた御意見は今後の計画推進

の参考とさせていただきます。 

 

                                        


